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1. 平成31年2月期第1四半期の業績（平成30年3月1日～平成30年5月31日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年2月期第1四半期 2,930 0.6 325 △28.2 326 △27.9 225 △27.8

30年2月期第1四半期 2,913 54.9 452 105.0 452 104.9 312 111.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年2月期第1四半期 4.79 4.69

30年2月期第1四半期 7.73 6.63

当社は、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四
半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

31年2月期第1四半期 7,590 4,358 56.8 91.40

30年2月期 7,578 4,086 53.8 86.57

（参考）自己資本 31年2月期第1四半期 4,309百万円 30年2月期 4,077百万円

当社は、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純
資産を算定しております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年2月期 ― 0.00 ― 0.00 ―

31年2月期 ―

31年2月期（予想） 0.00 ― 0.00 ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成31年 2月期の業績予想（平成30年 3月 1日～平成31年 2月28日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 15,361 20.2 2,029 28.9 2,032 28.9 1,387 23.2 29.43

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）当社は年次での業務管理を行っておりますので、通期業績予想のみ記載しております。



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P．５「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事項（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適
用）」をご覧ください。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年2月期1Q 47,146,800 株 30年2月期 47,098,800 株

② 期末自己株式数 31年2月期1Q 318 株 30年2月期 318 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年2月期1Q 47,099,525 株 30年2月期1Q 40,421,656 株

（注）当社は、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、発
行済み株式数（普通株式）を算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業業績の伸長による雇用・所得環境の改善が続くなか個人消費の

持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 当社の属する衣料品小売業界のおきましては、インバウンド需要に堅調な推移はみられるものの、依然として節

約志向による消費低迷が続いております。

 このような状況のもとで、当社は、前年度に引き続き、商品力強化、優良な仕入先の確保、戦略的な店舗展開、

人材の確保と育成等に取り組んでまいりました。

 ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態におきましては、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ 池袋店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ ＷＯＭＥＮＳ 

池袋店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ ＷＯＭＥＮＳ 恵比寿店」がオープンしました。 

 ＵＮＩＴＥＤ ＴＯＫＹＯ業態におきましては、「ＵＮＩＴＥＤ ＴＯＫＹＯ 京都店」、「ＵＮＩＴＥＤ Ｔ

ＯＫＹＯ 川崎店」がオープンいたしました。 

 ＥＣ業態におきましては、既成概念に捕らわれない新しいもの、トキ、コトを発信し続けるショップとして、

「ＴＯＫＹＯ ＤＥＰＡＲＴＭＥＮＴ ＳＴＯＲＥ」がＺＯＺＯ ＴＯＷＮにオープンいたしました。 

 この結果、当第１四半期末における店舗数は、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態が35店舗（うち、ＥＣ店舗が９店舗）、Ｕ

ＮＩＴＥＤ ＴＯＫＹＯ業態が16店舗（うち、ＥＣ店舗が２店舗）、ＣＩＴＹ業態が４店舗（うち、ＥＣ店舗が１

店舗）、既存事業とは異なるＥＣ業態が２店舗となりました。

 以上により、当第１四半期累計期間の売上高は、2,930,669千円（前年同期比0.6％増）、営業利益325,055千円

（前年同期比△28.2％減）、経常利益326,284千円（前年同期比△27.9％減）、四半期純利益225,458千円（前年同

期比△27.8％減）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産） 

 当第１四半期会計期間末の資産合計は、7,590,291千円と前事業年度末に比べて11,931千円の増加となりまし

た。これは主に、現預金が232,119千円減少したものの、売掛金が38,307千円、棚卸資産が75,330千円、その他流

動資産が43,019千円、有形固定資産が83,762千円増加したためであります。

（負債）

 当第１四半期会計期間末の負債合計は、3,231,461千円と前事業年度末に比べて260,193千円の減少となりまし

た。これは主に、買掛金が199,649千円、未払法人税等が150,870千円、賞与引当金が67,019千円、長期借入金が

137,517千円減少したものの、１年内返済予定の長期借入金が300,008千円、預り金が21,999千円増加したためであ

ります。

（純資産）

 当第１四半期会計期間末の純資産合計は、4,358,830千円と前事業年度末に比べ272,124千円増加し、自己資本比

率は56.8％となりました。これは主に、四半期純利益の計上に伴い、利益剰余金が225,458千円、新株予約権が

40,000千円増加したためであります。

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の業績見通しにつきましては、平成30年４月13日付「平成30年２月期決算短信」で公表しました業績予想から

変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成30年２月28日） 

当第１四半期会計期間 
（平成30年５月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,035,533 3,803,413 

売掛金 705,815 744,123 

たな卸資産 1,450,665 1,525,994 

その他 94,314 137,334 

流動資産合計 6,286,328 6,210,865 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 571,183 650,761 

その他（純額） 27,994 32,179 

有形固定資産合計 599,177 682,940 

無形固定資産 10,378 10,245 

投資その他の資産    

差入保証金 472,777 477,265 

その他 209,697 208,973 

投資その他の資産合計 682,475 686,238 

固定資産合計 1,292,031 1,379,425 

資産合計 7,578,359 7,590,291 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,046,937 847,287 

1年内返済予定の長期借入金 483,364 783,372 

未払費用 363,191 351,530 

未払法人税等 259,171 108,301 

賞与引当金 103,730 36,711 

ポイント引当金 58,574 58,455 

その他 86,651 89,480 

流動負債合計 2,401,620 2,275,137 

固定負債    

長期借入金 1,084,669 947,152 

その他 5,365 9,171 

固定負債合計 1,090,034 956,323 

負債合計 3,491,654 3,231,461 

純資産の部    

株主資本    

資本金 400,265 403,598 

資本剰余金 384,265 387,598 

利益剰余金 3,292,848 3,518,307 

自己株式 △198 △198 

株主資本合計 4,077,180 4,309,305 

新株予約権 9,525 49,525 

純資産合計 4,086,705 4,358,830 

負債純資産合計 7,578,359 7,590,291 
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（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期累計期間 
(自 平成29年３月１日 

 至 平成29年５月31日) 

 当第１四半期累計期間 
(自 平成30年３月１日 
 至 平成30年５月31日) 

売上高 2,913,564 2,930,669 

売上原価 1,345,658 1,362,006 

売上総利益 1,567,906 1,568,662 

販売費及び一般管理費 1,115,167 1,243,607 

営業利益 452,739 325,055 

営業外収益    

受取利息 6 36 

受取手数料 - 1,750 

その他 183 316 

営業外収益合計 189 2,102 

営業外費用    

支払利息 248 626 

為替差損 107 247 

その他 1 - 

営業外費用合計 357 873 

経常利益 452,571 326,284 

特別利益    

新株予約権戻入益 60 200 

特別利益合計 60 200 

税引前四半期純利益 452,631 326,484 

法人税等 140,301 101,025 

四半期純利益 312,330 225,458 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。 

 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成29年３月１日 至 平成29年５月31日） 

 当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成30年３月１日 至 平成30年５月31日） 

 当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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